
 

2023年５月 25日 

各 位 

会 社 名  株式会社エスポア 

代表者名  代表取締役社長 矢作 和幸 

（コード：3260、名証ネクスト） 

問合せ先 取締役経営管理本部長 額田 正道 

（TEL．052－622－2220） 

 

支配株主等に関する事項について 

 

当社の支配株主等に関する事項は、以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 親会社、支配株主（親会社を除く。）またはその他の関係会社の商号等 

                                    （2023年２月 28日現在） 

 

名 称 

 

属 性 

議決権所有割合（％） 発行する株券等

が上場されてい

る金融商品取引

所等 

直接所有分 合算対象分 計 

アークホールディングス 

株式会社 
その他関係会社 17.99 13.19 31.18 なし 

矢作 和幸 主要株主 13.19 17.99 31.18 － 

 

２． その他関係会社のうち、当社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号及びその理由 

名 称 理 由 

アークホールディングス 

株式会社 

同社は、その他関係会社であり、当社議決権の 31.18％（間接所有分 13.19%

を含む。）を所有しており、また、当社の取締役５名のうち３名がアークホー

ルディングスグループ会社の役員を兼務しており、当社の日常的な意思決定

や事業活動に影響を与えるため。 

 

３． 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置づけその他の上場会社と親会社等との関係 

 アークホールディングス株式会社は、当社議決権の 31.18%（間接所有分 13.19%を含む。）を所有してお

り、その他関係会社になります。 

当社は事業を推進するに当たり、同社の企業グループと一定の協力関係があるため、同社のグループ企



業から出向者２名を受入れております。 また、当社の取締役５名のうち３名が同社の役員を兼務してお

ります。なお、同社のグループ企業は、駐車場事業、福祉介護事業、建設関連事業を中心とした事業展開を

行っており、当社の不動産事業と類似、競合する事業はないほか、当社の事業活動ならびに経営判断につ

いては、当社独自の意思決定を行っており、上場企業の独立性が確保されていると認識しております。 

（2023年４月１日現在） 

当社における役職 氏名 親会社等での役職 就任理由 

代表取締役 矢作 和幸 
アークホールディングス株式会社 

代表取締役 

経営改革、企業価値向

上のため 

取締役 篠塚 勝 
アークホールディングス株式会社 

取締役 

事業改革、新規事業の

創出のため 

取締役 額田 正道 
アークホールディングス株式会社 

取締役 

財務戦略再構築、ガバ

ナンス強化のため 

 

４． 支配株主等との取引に関する事項  

2023年２月期（2022年３月１日～2023年２月 28日）における当社および当社連結子会社と支配株主等 

との主要な取引は、以下のとおりです。 

属性 
会社等の 

名称 

事業内容又は

職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

その他の 

関係会社 

アークホ

ールディ

ングス㈱ 

時間貸駐車場

事業 

福祉介護事業 

（被所有） 

直接 17.99% 

間接 13.19% 

当社借入金の

債権譲受け 
200,000 

１年内返済

予定関係会

社長期借入

金 

199,620 
借入金の返済 379 

利息の支払い 184 

出向者給与の

支払 
10,774 未払金 1,272 

 当社の借入金について、2023年２月１日付で、ストーク株式会社からアークホールディングス株式会社

に、２億円（2023年２月 28日現在残高 199,620 千円）が、債権譲渡されております。（譲渡価額は債権額

と同額です。）  

また、上記のほかに 2023年３月 23日付で、ストーク株式会社からアークホールディングス株式会社に、

551,679千円が、債権譲渡されております。（譲渡価額は債権額と同額です） 

 

５． 支配株主との取引等を行う際における少数株主の方策の履行状況 

少数株主保護の観点から、アークホールディングス株式会社及び同社のグループ企業と取引を行う場合

には、他の資本関係のない会社と取引する場合と同様に、取引理由、取引の必要性、取引条件及びその決

定方法の妥当性等について、取締役会において十分に審議を行ったうえで決定をすることとしております。 

また、必要に応じて弁護士等の外部専門家の意見を求めることで、取引の公正性の確保を図っておりま

す。                                           

以上 


